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民事訴訟手続のＩＴ化と
その検討課題について
三　上　威　彦
１．わが国における裁判手続における IT化の現状 1 
　1990 年代以降のインターネットや携帯電話の急速な普及、情報技術の高
度化に伴い、いわゆる情報化社会が形成されてきた。このような社会におい
ては、労働者、企業、国家の経済的繁栄のために情報技術の活用が重要な鍵
となっており、政治、文化、教育、日常生活など様々な場面に情報技術が浸
透し、大きな変化をもたらしている。たとえば、そのような社会においては、
デジタル技術を利用して個々人による情報の発信が頻繁に行われ、ウェッ
ブサイト上のホームページ等で自由に意見を表明したり、他者との意見の
交換をすることもできるようになった。しかしその反面で、IoT(Internet of 
Things) 等の普及に伴い、特定の企業ないし団体によって個人の大量のデー
タが収集・蓄積され、それが分析されていくことで、そのような大量のデー
タの収集分析が可能な一部特定の者によって、個人のプライベートな生活関
係までが把握・監視されるという危険性も増大している。また、SNS 等の
市民自身による高度情報テクノロジーの使用とその普及は、個人がだれでも
どこでも自由に意見を発信する場を提供できるという大いなる利点を有する
一方で、特定の個人が、ある日突然に、身に覚えのないことで多数の人々か
1　福田剛久『民事訴訟の IT化』（法曹会・2019 年）95 頁～ 203 頁に、IT化についての立法や実
務の沿革についての詳しい説明がある。
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ら非難中傷されるなど、情報化社会における匿名性がもたらす負の側面も現
れている。そのような現象をめぐって、現在、表現の自由とプライバシーの
保護など、憲法の基本的人権をめぐる諸問題が、具体的な事件を通して活発
な議論を引き起こしている。
　このような一般社会における猛烈な情報化の進展とは裏腹に、裁判手続に
関していえば、その流れに全く取り残された状態にあるといえるであろう。
この点は、わが国の経済界も危惧しており、「日本の司法手続というのは余
りにも書面主義・対面主義に偏っているのではないか」とか「我が国の事業
環境改善のために、裁判所も海外の裁判所の在り方を研究し、利用者目線で
改革に取り組んで頂きたい」といった意見が出されている 2 こと自体、その
ことに対する明確な危機感の表われであるといえよう。　
　ところで、裁判手続の IT 化に関していえば、わが国では比較的早く、
1996 年には民事訴訟法の改正により、民事裁判の弁論準備手続等にテレビ
会議システムと電話会議システムが導入され、電話会議システムは現在広く
活用されている。しかし、その利用にあたっては、いろいろと不便な点もあ
り、実務上、その運用は限定された範囲にとどまっている。それ以外の裁判
実務においては、旧態依然とした文書主義・対面主義重視のアナログ社会に
留まっているといえよう。そのような状況の下、2001 年の司法制度改革審
議会の意見書（以下「意見書」という）において、裁判手続への情報通信技
術 (IT) の積極的導入を推進すべき旨が提言された 3。そして、その提言を受け
2　「裁判手続等の IT 化検討会（第 1 回）事務局提出資料」3 頁（https://www.kantei.go.jp/jp/
singi/eizaisaisei/saiban/dai1/siryou2.pdf）。
3　この審議会の「意見書」では、「裁判所の訴訟手続（訴訟関係書類の電子的提出・交換を含む。）、
事務処理、情報提供などの各側面での情報通信技術 (IT) の積極的導入を推進するため、最高裁
判所は、情報通信技術を導入するための計画を策定・公表すべきである。」とされた。そして、
現在の情報通信技術 (IT) のめざましい発展に鑑み、「訴訟手続等における情報通信技術の積極
的利用を一層推進する必要がある。このため、裁判所の訴訟手続、事務処理、情報提供などの
各側面において、データベース、インターネット等の情報通信技術をさらに積極的に導入し、
活用すべきであり、インターネットによる訴訟関係書類の提出・交換などについても検討すべ
きである。」としていた。なお、最近までの司法における IT化の動きについては、町村泰貴「IT
化の発展と民事手続」情報法研究 2号 38 頁以下が詳しい。
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る形で、2004 年の民事訴訟法の改正において、民事訴訟における一部の申
立てについては、オンラインでの申立て等を可能とする規定がもうけられた
（民訴 132 条の 10 等）。しかし、その具体化のための民事訴訟規則等は制定
されておらず、実務でもその運用はなされていない 4。しかし、2004 年の法改
正を受け、2006 年に支払督促について導入されたオンラインでの申立て等
の制度（民訴 397 条～ 402 条）に関しては、現在も年間 9 万件以上が利用さ
れるなど、利用者の利便性を向上するための IT 技術の活用は、一定の範囲
に限ってではあるが図られてきているといえよう。
　しかし、本体の民事訴訟手続一般は、最高裁判所規則等が未整備のため、
オンラインでの訴え提起は許されておらず、また、電話会議システムや、テ
レビ会議システムの利用は、一部の弁論準備手続等に限定されている 5。この
ような状況は、刑事裁判についても多くは当てはまるところであろう。
　そのような状況の下、民事訴訟手続全般について IT 技術の導入が本格的
に検討されるようになったのは、ごく最近のことである。すなわち、2017
年 10 月 30 日に、政府の有識者検討会として「裁判手続等の IT 化検討会」
4　杉本純子「民事裁判の IT化」法学教室 460 号 52 頁によれば、2004 年からは札幌地方裁判所
本庁において、民事訴訟における一部申立て等について、インターネットを利用した申立て（裁
判所オンライン申立てシステム）の試験的運用が開始されたが、残念ながらオンライン申立て
は定着せず、2009 年 3 月をもって運用は停止されたとのことである。これについては、町村・
前掲 41 頁、笠原毅彦「民事裁判の IT 化」小島武司先生古希祝賀（続）『権利実行化のための
崩壊核と司法改革』（商事法務、2009 年）970 頁以下も指摘するところである。確かに、2004
年に改正された民事訴訟規則 3 条の２第 1 項は、「裁判所は、判決書の作成に用いる場合その
他必要があると認める場合において、書面を裁判所に提出した者又は提出しようとする者が当
該書面に記載した情報の内容を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚
によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理
の用に供されるものをいう。以下この項において同じ。）を有しているときは、その者に対し、
当該電磁的記録に記録された情報を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情
報通信の技術を利用する方法をいう。）であって裁判所の定めるものにより裁判所に提供する
ことを求めることができる。」と定めているが、この規定は、申立てをオンラインで行うこと
を目的としたものではなく、単に紙媒体の提出書面にデジタル情報があるのであれば、その提
供を求めるというものにすぎない（町村・前掲 41 頁以下）。
5　民事裁判の IT化をめぐっての動きや、研究活動等については、町村・前掲（注 3）38 頁、杉本・
前掲（注 4）51 頁、笠原・前掲（注 4）961 頁等を参照のこと。
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が内閣官房に設置され、そこでの検討の結果をまとめたものとして、2018
年 3 月 30 日に「裁判手続等の IT化に向けた取りまとめ（以下、「取りまとめ」
という）」が公表された 6。そして、2018 年 6 月 15 日に閣議決定された未来投
資戦略 20187 に基づき、民事裁判手続等 IT化研究会 8 が発足し、2018 年 7 月
24 日に第 1回会議を開き、2019 年 9 月 19 日まで、13 回の会議を経たうえで、
「民事裁判手続の IT 化の実現に向けて（報告書（案））」（以下、「報告書案」
という）を公表した。   
　このように、現代の IT 社会においては、裁判手続においても IT 技術を
導入する（裁判手続の IT 化）ということは避けては通れない喫緊の課題と
なっている。しかし、その実現のためには、裁判手続の IT 化にはどのよう
な意義、目的ないし利点があるのか、またそれを導入する際には、どのよう
な問題があるのか、そして、それはどのようにして克服されなければならな
いのか、といった種々の問題が検討されなければならない。本稿は、そのた
めの参考資料を提供するために、それらに関して若干の検討を加えるもので
ある。
6　これの「取りまとめ」の内容は、https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/saiban/pdf/
report.pdf で見ることができる。また、その内容を紹介するものとして、福田・前掲書（注 1）
205 頁～ 246 頁が詳しい。その他、日下部真治＝平岡敦「内閣官房「IT 化検討会」の取りまと
めの内容と論点」自由と正義 69 巻 11 号 13 頁がある。
7　これは、司法府による自律的判断を尊重しつつ、民事訴訟に関する裁判手続等の全面 IT化の
実現を目指すこととし、以下の取組みを段階的に行うとして、以下のように規定している。
 •　まずは、現行法の下で、来年度から、司法府には、ウェッブ会議等を積極的に活用する争
点整理等の試行・運用を開始し、関係者の利便性向上とともに争点整理等の充実を図ることを 
期待する。
 •　次に、所要の法整備を行い、関係者の出頭を要しない口頭弁論期日等を実現することとし、
平成 34 年度頃からの新たな制度の開始を目指し、法務省は、来年度中の法制審議会への諮問
を視野に入れて速やかに検討 ･ 準備を行う。司法府には新たな制度の実現を目指した迅速な取
組を期待し、行政府は必要な措置を講ずる。
 •　さらに、所要の法整備及びシステム構築などの環境整備を行い、オンラインでの申立て等
を実現することとし、法務省は、必要な法整備の実現に向け、来年度中の法制審議会への諮問
を視野に入れて速やかに検討・準備を行う。
 •　また、法務省は、オンラインでの申立て等の実現に向けたスケジュールについて、司法府
の環境整備に向けた検討・取組を踏まえた上で、来年度中に検討を行う。
8　この研究会の委員、議事内容の概略・資料等は、https://www.shojihomu.or.jp/kenkyuu/
saiban-it でみることができる。
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２．司法における IT 化の目的－わかりやすく利用
　　しやすい司法手続
　そもそも、司法における IT 化の目的は如何なる点にあるのであろうか。
司法の IT 利用を進める目的についていえば、ヨーロッパ諸国やアメリカ合
衆国では、司法の過重負担を解消するために、IT 技術の活用によって訴訟
手続の効率化を図るという目的が掲げられるのが一般的である。しかし、少
なくとも、わが国では、年間訴訟件数等からみて、そうした必要に迫られる
ほど、司法が過重負担にあえいでいるわけではない。また、「意見書」は、
その全体のスローガンとして、「分かりやすく、利用しやすい司法手続」を
掲げており、IT 化もこの文脈で考えられており、司法負担の軽減という視
点は希薄である。その意味からいえば、わが国においては、わかりやすく、
利用しやすい司法の実現のために、当事者の裁判所へのアクセスを向上させ
るということが IT技術活用の第 1の目的となるというべきである。
（1）裁判手続に関する情報
　この点からいえば、まず、国民が、裁判手続の概要を容易に知ることがで
き、また、訴え提起はどのようにしてするのかという点についての具体的な
情報を容易に、かつ即時に取得することができるようなシステムを構築する
ことが不可欠である。現状でも、たしかに、裁判所のホームページには、裁
判手続の概略についてはイラスト等を入れた分かりやすい説明はあるが、も
う一歩踏み込んで、たとえば、訴えの提起に当たり、国民は、具体的にどの
ように行動すべきか（例えば、訴えの提起はどの裁判所にするのか、またそ
れは口頭でもいいのか、それとも書面を用意しなければならないのか、もし
書面が要求される場合には、それにはどのようなことを書けばいいのか、あ
るいは、訴えを提起する際にはいくらの費用がかかるのか等）といったこと
についての細かい情報は、ほとんど提供されていない。したがって、国民は、
裁判へのアクセスを果たすためには、法律専門家に依頼するか、裁判を諦め
るしかない状況になっているといわざるをえない。その意味では、裁判への
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アクセスにつき、IT 等の技術を駆使して、もっとわかりやすい、かつ実践
的な説明が、国民に対して提供される必要があろう。
（2）法令検索システム
　国民が、裁判を維持したり、その結果を予測するためには、わが国の法令
や裁判例がどうなっているかということを知る必要があり、そのためには、
これらについても容易にアクセスできる環境が整備されていなければならな
い。まず、法令へのアクセスという点からみると、現在、総務省の電子政府
による法令情報提供システムが完全なデジタルデータの提供をしており、ま
た、最高裁判所規則や地方自治体の条例等は、それぞれの作成主体がオンラ
インでデジタル情報を公開している。しかし、電子政府の法令情報提供シス
テムについていえば、キーワードのフォロー範囲がきわめて狭く、完全な法
令名を知らなければピンポイントで検索することは困難である。したがって、
法律の正式名称を知ることなどむしろ希であるとみられる一般市民について
は、この点が既に法令へのアプローチを極度に困難にしているといえよう。
また、たとえ正規の法令名で検索しても、候補法令が非常に多数アップされ
てしまい、その一つ一つを確認することに手間取ってしまうという弊害があ
り、一般国民にとっては非常に使いにくいものとなっている。
（3）裁判情報の公開　
　分かりやすい司法ということから、司法へのアクセスという問題と一部重
複するが、裁判の情報公開ということもIT技術活用の目的となる。すなわち、
分かりやすい司法は利用しやすい司法にもつながり、その意味では、司法へ
の容易なアクセスという目的とも重なる。その意味でいえば、裁判過程の透
明化が、当事者にとってはもちろん、傍聴人や社会一般に対しても、裁判の
分かりやすさを広めていくことにもつながる。現在、わが国では、最高裁判
所のホームページ上に裁判例の検索システムが構築されている。これに関し
ていえば、最高裁判所の最新の判例については、ホームページ上で迅速に公
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開されているが、過去の裁判例については、基本的に公式判例集に搭載され
たものに限られているし、下級審の裁判例は知財関係や行政、労働などでは
多数公開されているが、それ以外の事件は裁判所ごとにばらつきがあり、一
貫した方針があるわけではない 9。
（4）市民に対する法情報提供のあり方
　上述したように、法令検索や裁判例の検索については、かなり整備された
システムが構築されているが、それらは、一般人が具体的な法的トラブルに
直面した場合、そこでは、そもそもどのような法令が問題となるのか、また、
それに関してどのような判例があるのか、といった事件との関連性を具体的
に教えてくれるものではない。その意味で、国民の司法へのアクセスという
点からみて、現在のそれらの法令や裁判例の検索システムは、法律専門家を
対象としたものといわざるを得ず、一般市民にとっては全く不十分なものと
いわざるを得ない。その意味で、将来的には、AI を活用し、市民の抱える
トラブルや法的ニーズに即応した法情報提供システムが構築されなければな
らないであろう。
　そこまで行かないにしても、過渡的には、わかりやすい司法という観点か
らいえば、インターネットを通じた法律相談の充実ということも重要である。
このような法律相談は、世界的にみれば、ごく当然のごとく行われている。
それに対してわが国では、かつては、オンライン相談など不可能であると言
われていた。しかし、今日では、インターネットを通じたコミュニケーショ
ンに法律実務家が慣れてきたということもあり、自治体などの公的機関によ
るものもあれば、弁護士の個人的サービスとしても幅広く行われている。わ
が国では、近時、このようなインターネットを通じた法律相談をする法律事
務所が急増しており、弁護士が電子メールによる相談を受け付けたり、コミュ
ニケーションツールを用いた相談を受け付けたりもしている。また、組織的
に行われているものとして、弁護士による、法律問題に関する市民からの質
9　 町村・前掲（注 3）44 頁注 37。
（175）
武蔵野法学第 12 号
277
問と、それを解説することを主たる目的とするサイト（例えば、弁護士ドッ
トコム無料法律相談）等が開設されているほか、法テラスによる無料法律相
談の無料受付、大阪弁護士会総合法律相談センターのウェッブ予約受付など
がある。
３．裁判手続における IT化のメリット
　わが国において、裁判手続を IT 化するという目的が、第一義的には、必
ずしも司法の過重負担を軽減ないし解消することにあるのではないとして
も、裁判手続における IT 化の推進は、裁判手続をめぐって、過重負担の解
消も含めて、いろいろな方面においてさまざまなメリットをもたらすものと
思われる。
（1）裁判所の事務の効率化と迅速化
　まず考えられるのは、裁判所事務の効率化と迅速化ということである。た
とえば現在の民事訴訟実務でいえば、訴えを提起するには、訴状や、それに
添付する証拠等の書面については、当事者は、自らの分のほか、裁判所と相
手方の分、合計 3 部を作成し、自己の分以外を裁判所の窓口に持参するかま
たは郵送する方法しか認められていない。いずれにしても、訴えが提起され
る場合には、当事者および裁判所書記官は書面を複数作成することを強いら
れるほか 10、その送達（民訴 98 条・99 条等）にも時間と手間や費用がかかる。
このような場合に、たとえば、裁判所に事件管理システムを設け、訴えを提
起する場合、その事件管理システムを通じたオンラインによるデジタル情報
で訴えを提起することが認められれば、その情報を使って、自動的に事件番
号を割り振り、担当裁判官を決め、その担当裁判官にメールで通知し、日程
管理ソフトで裁判官の空いている時間帯から期日を決めた上で、法廷管理ソ
10　たとえば、裁判員が関与する刑事事件では、裁判資料は、裁判官 3 名と裁判員 6 名の分､ 合
計 9 部のほか、検察官と被告人の分を合わせて 11 部のコピーを作らなければならず、そのこ
とが裁判所書記官の負担を非常に重くしている。
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フトで法廷を割り振り、ウェッブページ上で公開し、当事者に電子メールに
よって通知するといったようなことが自動的にできてしまう 11。また、この
ような IT化により、各種資料を電磁的に管理することにより、訴状、答弁書、
準備書面といった主張書面、甲号証・乙号証等の証拠方法、裁判所が作成す
る期日調書等の内容を瞬時に発見することも可能になり、事件の全体像を整
理・把握することが容易になる12。さらに、通知アドレス登録の制度を設けて、
訴状がオンラインで提出された場合には、訴状のデータがアップロードされ
たことを被告に通知し、被告はシステムから訴状のデータをダウンロードす
ることにより、被告は訴えの内容を即時に知ることができ、送達の事務負担
を大幅に軽減することができるほか、それと同時に、訴えの内容を訴訟当事
者に早期に伝達することも可能となる。このように裁判資料をデジタル化し、
ウェッブサイトで共有することにより、各種の書類作成や送付の手間を省
くことができ、それにより、当事者や裁判所書記官の負担を軽減し、訴訟の
迅速化に資することになるほか、費用の節約にもなるであろう 13。この点に、
裁判手続の IT化の最も大きなメリットがあるといえよう。
（2）利用者の便宜
　裁判手続をめぐっては、裁判官のみならず、裁判所書記官、裁判所事務官、
原告・被告だけでなく、訴訟代理人たる弁護士、鑑定人、証人、傍聴人等様々
な人々が関わってくる。原告ないし原告代理人にとっては、インターネット
経由で申立てや文書の送付ができるようになれば、裁判所に出かける時間や
手間を省くことができる。またこのことは、鑑定人や証人等にも当てはまる
であろう。
　また、現在では、裁判所は口頭弁論期日を指定し、当事者を呼び出さなけ
11　笠原・前掲（注４）988 頁。
12　関戸麦＝田中浩之＝桑原秀明「IT化による民事裁判の未来像」NBL1119 号 6 頁以下が指摘
するところである。
13　笠原・前掲（注４）987 頁によれば、アメリカ合衆国のミネソタの裁判所で実践されていると
のことである。なお、関戸＝田中＝桑原・前掲（注 12）6 頁も同様のメリットを指摘している。
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ればならないとされており（民訴 139 条）、証人等は、口頭弁論期日に裁判
所に出廷して陳述しなければならない 14。その点、テレビ会議システム等を
利用すれば、裁判所に物理的に出頭する必要はなくなり、遠隔地にいる証人
尋問をする場合でも、証人の負担を最少限にすることができるであろう。ま
た、現在では、テレビ会議システム等を使った証人尋問をする場合でも、証
人等は、そのようなシステムが構築されている裁判所に出向かなければなら
ず、必ずしも、十分な負担軽減にはなっていない。その点、インターネット
に接続できるところであれば、どこからでもテレビ会議システム等は利用で
きるはずであり、このようなインターネットを利用した尋問制度が構築され
れば、当事者や関係人にとっては裁判の利用が一層しやすくなるものと思わ
れる。
　また、アメリカ合衆国ミシガン州のサイバーコートのように 15、裁判費用
の支払いを容易にすることも必要であろう。わが国でも、2003 年の「司法
制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律」で、民事訴訟費用法 8
条が改正され、これまで収入印紙を購入して支払わなければならなかった訴
訟費用を、現金でも納めることができるようになった。しかし、この改正は、
納付する手数料が 100 万円を超える場合に限られ（民事訴訟費用規則 4 条の
2）、しかも事前に銀行で納付し、領収書を持参しなければならないことになっ
ており、結局、印紙が銀行の領収書に変わったに過ぎず、裁判費用の支払い
の容易化とはほど遠いものといわなければならない。その意味で、訴訟費用
の支払いについては、クレジットカード、デビットカード、さらには、電子
マネー等の利用を可能にするような制度改正が必要であろう。なお、「報告
書案」16 は、訴え提起がオンラインで行われる場合には、訴え提起手数料及
び手数料以外の費用（保管金）の納付について、現金の電子納付その他の電
14　民訴法 192 条は、証人が正当な理由なく裁判所に出頭しないときは、裁判所は、その者に、
それによって生じた訴訟費用の負担を命じたり、過料の制裁を科しうることを規定している
が、これは、裁判所への出頭が原則であることを前提とするものである。
15　笠原・前掲（注 4）988 頁参照。
16　「報告書案」114 頁。
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子情報処理組織等を利用する方法に一本化して行うものとしてはどうか、と
の提案をしている。
　また、弁護士にとっても、裁判手続の IT化の恩恵を受けることができる。
すなわち、これまで、内容証明郵便を送る場合、弁護士事務所では事務員に
内容証明郵便をもたせて郵便局に持参させていた。しかし、インターネット
経由で事務所のコンピュータから送付するという電子内容証明郵便制度が構
築されれば、このようなことは不要となるであろう。さらには、裁判所と弁
護士事務所との間でデジタル文書の受領・閲覧ができるようになれば、テレ
ビ会議システムによって裁判所への出頭の要件を満たすことにすることに
よって、弁護士事務所は裁判所の近くに設ける必要すらなくなる。この点は、
とくに大都市において弁護士事務所を設置しなければならない弁護士にとっ
ては、事務所経費を大幅に削減することを可能にするものであり、大きなメ
リットとなるであろう。
（3）口頭弁論における審理の充実
　現在の民事裁判制度の下では、口頭弁論という方式がとられており、口頭
弁論期日を定め（民訴 87 条 1 項、民訴規 60 条）、その日に両当事者を裁判
所に呼び出し（民訴 139 条）、公開の法廷において、当事者や証人が、裁判
官の面前で、直接言葉によって自らの主張をしたり、証言をしたりすること
によって、論点を煮詰め、紛争の解決が図られることになっている。これは、
憲法 82 条の規定を受けたものであるが、その趣旨は、公開の法廷において、
国民監視の下、裁判が公正になされることを担保するとともに、裁判官・当
事者・証人等が一堂に会して事案解明のために協力し合うことによって、裁
判をより真実に近づけようとするものである。このような理念は尊重される
べきものであり、安易に廃棄されてはならない。しかし、テレビ会議やウェッ
ブ会議等の IT 技術を使い、裁判所や当事者の負担を軽減し、より効率的で
充実した争点整理手続によって、争点や証拠が十分に整理され、そのことに
よって、絞り込まれた争点につき、整理された証拠によって集中的に証拠調
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べが行われるならば、より充実した審理が可能となり 17、その結果、上記の
ような口頭弁論の原則が目指した目的は十分に達せられるものとなるであろ
う。
　以上のように、民事訴訟手続の IT 化は、いろいろな面で、裁判所や、そ
の他の訴訟の関係者の負担を軽減し、かつ、充実した審理を実現するものと
思われる。
　以下では、現在、裁判手続の IT 化に向けて、具体的に、どのような提案
がなされているのかということをみていく。
４．民事裁判手続等の IT化検討会による 3つのｅの提案
　以上のように、裁判手続を IT 化することのメリットの大きさに鑑み、特
にわが国経済界から、日本の裁判手続の IT 化を望む声が多く出されていた
ほか、諸外国における IT 化の進展に比べわが国のそれが著しく遅れてい
るとの認識の下 18、2017 年 10 月 30 日に、政府の有識者検討会として「裁判
手続等の IT 化検討会」が内閣官房に設置され、そこでの検討結果として、
2018 年 3 月 30 日に「裁判手続等 IT 化に向けた取りまとめ」（以下、「取り
17　たとえば、プレゼンテーションソフトやCG等のシミュレーション技術やヴァーチャルリア
リティー等を利用することにより、よりわかりやすい主張や証拠等の提出が可能となる。また、
テレビ会議システム等の利用により、遠隔地から訴訟に参加することができれば、証人尋問
の手続がもっと手軽に利用できるようになるであろうし、従来の受命裁判官や受託裁判官に
よってなされていた遠隔地での調査の必要性も大幅に減少し、その分、裁判費用の低減に資
するものとなる。
18　諸外国における民事裁判の IT化の実情については、福田・前掲書（注 1）31 頁～ 93 頁が詳しい。
その他、新阜直茂「韓国における裁判手続等の IT 化の実情について」自由と正義 69 巻 11 号
26 頁、本田正男「シンガポールにおける司法の IT 化情報」自由と正義 69 巻 11 号 32 頁、杉
本純子「アメリカにおける裁判手続の IT 化－ｅ法廷の現状をふまえて」自由と正義 69 巻 11
号 35 頁、「裁判手続等の IT化検討会 第２回 議事要旨」5頁以下（https://www.kantei.go.jp/
jp/singi/keizaisaisei/saiban/dai2/gijiyousi.pdf）、平田敦「韓国における裁判手続等の IT化進
展状況」（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/　keizaisaisei/saiban/dai2/siryou4.pdf）、杉本
純子「シンガポール・アメリカにおける裁判手続等の IT 化」（https://www.kantei.go.jp/jp/
singi/keizaisaisei/saiban/dai2/siryou5.pdf）、笠原毅彦「欧州における裁判の ICT化」（https://
www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/saiban/dai2/siryou6.pdf）を参照のこと。
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まとめ」という）」が公表された 19。この「取りまとめ」では、今後わが国が
実現すべき裁判手続の IT 化の内容として、「3 つのｅ」というキーワード
が設定されている。すなわち、「ｅ提出（e-Filing）」「ｅ事件管理（e-Case 
Management）」「ｅ法廷（e-Court）」である。そして、「取りまとめ」では、
訴訟手続全体を通じた IT 化が必要であり、そのためには、「3 つの e」のい
ずれも実現していく必要があるとする。そして、「3 つの e」の最終的な実現
を図るためには、必ずしも IT 化の進んでいない現状から見直していくべき
課題も少なくないことから、今後、「3 つの e」の検討・準備にいずれも着手
した上で、そのうち実現可能なものから速やかに、段階的に導入していき、
柔軟な見直しを図りつつ、IT 化の全面実現に向けた環境整備を順次、かつ
確実に進めていくのが相当であるとする。そして、導入に当たってのハード
ルが低く、現行法下でも実現可能な部分があるなど法整備上の課題も小さい
ため、第一段階として e法廷の先行的実現を提案している 20。これを受け、す
でに述べたように、2018 年 7 月 24 日に「民事裁判手続等 IT 化研究会」が
発足し、令和元年 9月 19 日の第 13 回研究会において「報告書案」が成立し、
具体的な立法提案の形式で、改正案が提示された。
（1）ｅ提出（e-Filing）について　
　ｅ提出とは、紙媒体の裁判書類を裁判所に持参・郵送等する現行の取扱い
に代えて、24 時間 365 日利用可能な、電子情報によるオンライン提出へ極
力移行し、一般化していく（訴訟記録について紙媒体を併存させない）こと
をいう 21。なお、e提出とは、広い意味では、オンラインでの申立てにとどま
らず、デジタル情報での記録と事件管理を含み、さらにネットワークを通じ
たオンライン送達、当事者と裁判所との間のスケジュール・記録の共有など
19　注 6参照
20　「取りまとめ」18 頁。なお、同 20 頁では、裁判のＩＴ化のプロセスとして、フェーズ 1とし
て現行法下でのウェッブ会議・テレビ会議等の運用（e 法廷）､ フェーズ 2 として、新法に基
づく弁論・争点整理等の運用（e法廷）､フェーズ 3としてオンラインの申立て等の運用（e提出・
e事件管理）といった 3段階を考えている。
21　「取りまとめ」7頁以下。
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の諸側面が含まれる 22。
　検討会の理解もほぼ同様であり、ｅ提出（e-Filing）の内容として、①オ
ンラインでの訴状提出、②手数料等のオンラインでの納付、③訴状や判決書
等の送達の電子化、④答弁書や準備書面のやり取り等におけるオンライン化
を挙げている 23。
　①訴状の裁判所への提出 24
　「取りまとめ」によれば、利用者目線に立ち、ｅ提出による民事訴訟手続
の全面 IT 化を目指す観点からは、紙媒体の訴状を裁判所に提出する現行の
取扱いに代えて、オンラインでの訴えの提起（紙媒体で作成されたものの電
子化を含む）に移行していく方向性が相当であるとする。ただし、訴え提起
段階における裁判所に対する具体的なアクセス方法としては、裁判所の専用
システム（新たに立ち上げる必要がある）へのアップロードなど様々な方法
が考えられるが、電子メールによる方法は、誤送信のリスクや到達確認の困
難さ等の問題があるから、慎重に考えるべきであるとする 25。また、訴え提
起に際して証拠書類、委任状等を提出する場合にも、訴状と同様、電子化し
たものを提出することで足りると考えられるとされる。この場合、オンライ
ンによる訴えの提起を認める場合、現行法（民訴 132 条の 10 第 3 項）と同様、
裁判所の使用にかかるコンピュータに備えられたファイルへの記録がされた
ときに、訴えの提起がされたものと扱うことになる。　
　この点、訴訟当事者が訴状と同時に付属書類（登記、戸籍、住民票等の公
的書類）の提出を自ら行おうとする場合に、行政機関との情報連携を図るこ
とは、訴訟当事者の負担軽減や事務処理の効率化というメリットがある一方、
22　上田竹志「e- サポート裁判の可能性」情報ネットワーク・ローレビュー 8巻 52 頁以下参照。
23　「取りまとめ」7頁～ 10 頁。
24　「取りまとめ」8頁。
25　関戸＝田中＝桑原・前掲（注 12）5 頁は、電子化の手段としては、電子メールでこれらの書
面を裁判所と相手方に送付するという方法がもっともシンプルであるが、より進んで、書面
提出用のシステムを新たに裁判所で構築し、そのシステムを通じて各当事者と裁判官が電子
データのやり取りし、提出される電子データを互いに管理するという方法もあり、この方法は、
様々な付加価値を生じる可能性があり、魅力的な面が多いとする。
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その実現のために要する時間的・経済的コストや、司法と行政との関係等の
観点から総合的に考えるべき課題と位置づける意見もあり、今後の取り組み
の選択肢として、引き続き、検討されるべき問題であるとする。これに対し
て「報告書案」は、裁判所のシステムと各行政機関のシステムを連携させる
などして、裁判所において各行政機関が保有する情報を入手することができ
るようになれば（いわゆるバックオフィス連携）、当事者の利便性が大きく
向上するとし、現行法の下においても、行政機関相互が協定を締結するなど
して、各行政機関のシステムを連携させ、相互に保有する情報を提供してい
る例があることを指摘する。そこで、裁判手続においても、裁判の IT 化が
実現し、事件管理システムが整備された場合には、法令上の根拠を与えた上、
裁判所と各行政機関が協定を締結し、それぞれのシステムを連携させ、訴え
の提起を受けた裁判所において、各行政機関が保有している情報をシステム
上入手するということは可能であると考えられるとする 26。もっとも、各行
政機関が保有しているシステムは、それぞれの行政機関ごとに開発・運営さ
れていると考えられ、そのため、それぞれのシステムと裁判所のシステムを
接続することができるかどうかについて、個々の情報ごとに技術面および費
用の面からの検討をしていく必要はあろう。
　②訴え提起時の手数料の納付 27
　訴え提起時の手数料等の納付の問題については、利用者目線で見れば、オ
ンラインでの訴え提起を前提とする以上、提訴手数料の納付についても、行
政機関や民間の取引で一般的となっている、インターネットバンキングやク
レジットカード等を用いたオンラインの納付（電子決済）を実現することが
望ましく、そのニーズは相当に高い。また、訴え提起の段階で、裁判書類等
を相手方に郵送するための郵便切手（郵券）をあらかじめ裁判所に納める現
行の取扱いは、利用者目線では、IT化に伴う見直しが望まれるところであり、
郵券の在り方や提訴手数料との関係についても検討していく必要があるとす
る。
26　「報告書案」13 頁。
27　「取りまとめ」8頁以下。
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　③訴状や判決書の送達 28
　訴状や判決書の送達の問題につき、裁判所による郵送での書面の送達を原
則とする現行の取扱いについて、訴訟記録の電子化を推進し、電子情報と紙
媒体との併存を極力避け、オンライン化を促進する見地から、改めて検討す
る必要がある。その際には、職権により、書面で送達を行う現行の取扱いの
見直しを含めて、訴訟記録の電子化に則した送達の在り方の検討を行うのが
相当である。例えば、電子情報による訴状送達に関し、官公署等が被告の場
合には電子的な送達方法によることを義務付けたり、企業等による事前包括
申出制度を採用したりすることなども検討の余地があるとする。
　また、判決言渡し後の双方当事者への判決書の送達についても、同じく、
IT ツールを活用した電子的な送達方法等を検討する必要がある（各種決定
書についても同様）とする。そして、判決情報の電子的な送達方法の一例と
して、①裁判所の専用システムへの判決情報のアップロード、②その旨の当
事者に対する通知、③各当事者によるシステムからのダウンロードという手
順をとることが考えられる。
　この点につき、「報告書案」は、送達については、従来の送達方法に加えて、
いわゆるオンラインシステムによる簡易な送達方法（システム送達）を設け
ることを提案している。これによれば、システム送達とは、ⓐ裁判所におい
て、システム送達が行われる場合における通知を受けるべき電子メール等の
アドレス（通知アドレス）を登録する制度（事前登録制度）を設ける。そして、
ⓑ裁判所書記官は、送達をすべき書面（電子データ）を外部からオンライン
接続のできる裁判所のシステム（事件管理システム）にアップロードし、送
達を受けるべき者にその旨を通知アドレスに宛てて通知することにより送達
をすることができる。そして、ⓒⓑの方法による送達は、当事者が、上記ⓐ
の登録をしている場合又は破訴訟係属後に通知アドレスを届け出た場合に限
り、することができる。ⓓ上記ⓑによる送達は、送達を受けるべき者が、事
件管理システムにアップロードされた送達をすべき書面を閲覧した時にその
28　「取りまとめ」9頁。
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効力が生ずる。ただし、送達を受けるべき者が、上記ⓑの通知が発出された
日から一定期間（例えば 7 日）経過する日までに閲覧しないときは、その日
が経過した時きに閲覧したものとみなす。さらに、訴え提起時におけるシス
テム送達の特則として、原告は、被告の通知アドレスが登録されていない場
合であっても、訴えの提起の際に、裁判所書記官に対し、システム送達の方
法により被告に訴状の送達をすることを求める旨の申出をすることができ、
この場合において、原告は、被告の 1 又は 2 以上の電子メール等のアドレス
（事件管理システムに対応するものに限る）を提供しなければならない、と
する改正、および、現行民訴法 111 条の公示送達の方法を見直し、公示送達
は、裁判所書記官が送達すべき書類（電子データ）を保管し、いつでも送達
を受けるべき者に交付すべき旨を裁判所のウェッブサイトなどインターネッ
ト上で閲覧することができる方法で行うことを提案している。また、外国に
居住する者に対して、システム送達を用いて送達を行うことについては、引
き続き検討することとしている。
　④答弁書その他準備書面等のやり取り 29　
　答弁書やその他の準備書面等のやり取りに関しては、被告からの答弁書等
の提出、その後の双方当事者の準備書面等の提出、あるいは当事者間におけ
るやり取りについても、同様に、オンラインで迅速かつ効率的に行うための
方策を検討する必要があるとする。そして、当事者からの主張および証拠（準
備書面、書証等）の提出については、紙媒体のものを裁判所に持参・ファク
シミリ送信等する現行の取扱いに代えて、電子情報のオンラインでの提出に
移行し一本化していくことが望ましい（例えば、専用システムに当事者がアッ
プロードした電子情報を、相手方がダウンロードして入手するなど）とする。
また、この専用システム構築までの過渡的措置として、準備書面等について、
当事者間で電子メール等の IT ツールを用いた直送の実施等を、到達確認の
確保策など必要な対応を講じて、速やかに導入することも考えられるとする。
　さらに、期日間に、裁判所・双方当事者間で行われる釈明・確認・事務連
29　「取りまとめ」9頁以下。
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絡等のやり取りについては、従前の電話、ファクシミリ等による方法に代え、
例えば、ウェッブ会議の活用やウェッブ上でのチャット類似のやり取りなど
を、必要な運用上のルールを設けて利用可能とすることも検討の余地がある
とする。その他、第三者から情報が提出される場合（例えば、文書送付嘱託
や調査嘱託の場合等）の対応も、IT ツ－ルを活用しながら迅速かつ効率的
に行うための方策を、第三者の負担にも配慮しつつ、考えていく必要がある
とする。
（2）ｅ事件管理（e-Case Management）について
　①総論 30
　利用者目線から見ると、ｅ事件管理の実現として、裁判所が管理する事件
記録や事件情報につき、訴訟当事者本人および訴訟代理人の双方が、随時か
つ容易に、訴状、答弁書その他の準備書面や証拠等の電子情報にオンライン
でアクセすることが可能となり、期日の進捗状況等も確認できる仕組みが構
築されることが望ましい。これにより、裁判手続の透明性も高まるし、当事
者本人や代理人が紙媒体の訴訟記録を自ら持参・保管等する負担から解放さ
れる効果も期待できるとする。
　なお、訴訟記録である電子情報にオンラインで直接アクセスできるのは、
訴訟当事者本人とその代理人または関係者に限るのが相当であり、それ以外
の国民一般に広くオンラインでの閲覧等を認めることの当否は、訴訟記録の
閲覧・謄写制度との関係も含め、今後、丁寧に検討していく必要があるとす
る。この場合、訴訟記録である電子情報にオンラインで直接アクセスできる
のは、訴訟当事者本人とその代理人または関係者に限るのが相当であり、そ
れ以外の国民一般に広くオンラインでの閲覧等を認めることの当否は、訴訟
記録の閲覧・謄写制度との関係も含め、今後丁寧に検討していく必要があろ
うとする。
　そして、具体的な問題の第１として、訴状受付・審査・補正の問題を挙げる。
30　「取りまとめ」10 頁。
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まず、原告において、オンラインで提出した訴状が裁判所で受理されたこと
を確実かつ容易に確認できる仕組みが必要である。また、裁判所の訴状審査
や、補正を要する場合のやり取りについても、IT ツールを活用して、迅速
かつ効率的に行う方策を検討することが考えられるとする。
　②訴状受付・審査・補正 31
　まず、原告においてオンラインで提出した訴状が裁判所で受理されたこと
を確実かつ容易に確認できる仕組みが必要である。また、裁判所の訴状審査
や、補正を要する場合のやり取りについても、IT ツールを活用して、迅速
かつ効率的に行う方策を検討することが考えられるとする。
　③第 1回口頭弁論期日の調整・指定 32
　第 1 回口頭弁論期日につき、原告と裁判所のみの都合で指定されることが
多い現行の取扱いに代えて、例えば、第 1 回期日前の早期の段階で、被告の
応訴態度等を確認・把握しながら、当事者双方と裁判所がオンラインで期日
の予定等を含む進行予定を調整していくような仕組みが有用と考えられる。
もっとも、期日調整段階で訴訟進行が停滞することのないような仕組みと運
用も、併せて検討する必要があるとする。この点、「報告書案」33 では、現行
法の規律を変更し、ウェッブ会議等を利用して、当事者（双方）が現実に出
頭しなくとも口頭弁論期日に参加することを認めることが相当であると考え
られるとする。
　④争点整理手続と計画的審理 34
　裁判所と当事者双方が争点整理手続期日で確認された進行計画やプロセス
をオンラインで容易に確認し共有することができるような仕組みが有用と考
えられ、これにより、当事者からの裁判書類等の提出期限の遵守も含め、進
行予定の確実な履践と計画的審理の実現が期待されるとする。さらに、オン
ラインで行う進行予定の確認や期日の円滑な調整等を通じ、裁判所・双方当
31　「取りまとめ」10 頁以下。
32　「取りまとめ」11 頁。
33　「報告書案」36 頁以下。
34　「取りまとめ」11 頁。
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事者が複数期日を一括して予定・確保することなどにより、期日の確保や期
日間隔の短縮化が容易となり、争点整理手続をより計画的ないし集中的に進
行させることも可能になると考えられるとする。
　「報告書案」35 も基本的にはこの方向性を肯定しており、具体的に、ⓐ弁論
準備手続につき、民訴法 170 条 3 項を、「裁判所は、相当と認めるときは、
当事者の意見を聴いて、最高裁規則で定めるところにより、裁判所及び当事
者双方が音声の送受信により同時に通話をすることができる方法によって、
弁論準備手続の期日における手続を行うことができる。（同項ただし書は削
除する。）」と改める。ⓑ書面による準備手続の要件につき、民訴法175条を「裁
判所は、相当と認めるときは、当事者の意見を聴いて、最高裁規則で定める
ところにより、書面による準備手続に付することができる。」とする。ⓒ進
行協議期日に関し、民訴規則 96 条 1 項を、「裁判所は、相当と認めるときは、
当事者の意見を聴いて、最高裁規則で定めるところにより、裁判所及び当事
者双方が音声の送受信により同時に通話をすることができる方法によって、
進行協議期日における手続を行うことができる。（同項ただし書は削除する）」
とする。ⓓ専門委員制度につき、民訴法 92 条の 3 を改め、「裁判所は、法第
92 条の 2 各項の規定により専門委員を手続に関与させる場合において、相
当と認めるときは、当事者の意見を聴いて、同条各項の期日において、最高
裁規則で定めるところにより、裁判所及び当事者双方が専門委員との間で音
声の送受信により同時に通話することができる方法によって、専門委員に同
条各項の説明及び発問をさせることができる。」とすることをそれぞれ提案
している。
　⑤人証調べ・判決言渡し 36
　人証調べの予定や結果、口頭弁論終結日、判決言渡し期日等の情報につい
ても、訴訟当事者本人及び訴訟代理人の双方が、容易かつ随時に確認できる
仕組みが期待されるとする。
35　「報告書案」45 頁以下。
36　「取りまとめ」11 頁。
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（3）ｅ法廷（e-Court）について　
　①総論 37
  ｅ法廷（e-Court）の実現として、利用者目線からは、当事者等の裁判所へ
の出頭の時間的・経済的負担を軽減するため、また、期日にメリハリを付け
て書面の充実度を高めるため、民事訴訟手続の全体を通じて、当事者の一方
または双方によるテレビ会議やウェッブ会議の活用を大幅に拡大するのが望
ましいとする。
　②第 1回口頭弁論期日 38
　第 1 回口頭弁論期日につき、擬制陳述制度を利用するなどして当事者の一
方が出頭せず、期日が形式的なものとなることが少なくない現行の取扱いに
ついて、IT 技術を活用した e 法廷の実現として、期日の在り方を含め、民
事訴訟のプラクティスの必要な見直しを図ることが望まれるとする。具体的
には、第 1 回目の期日段階から、当事者の一方または双方によるウェッブ会
議等（例えば、最寄りの裁判所や弁護士事務所津等に所在して対応）を活用
して実質的な審理を行い、さらには、電子情報となった訴訟記録を有効に活
用し、紙媒体の存在を前提としない審理を行うことが考えられるとする。
　また、請求内容に争いがない場合や被告の応訴がない場合には、ウェッブ
会議等を有効に活用すること等により、当事者の出頭の負担なくして、速や
かに和解手続や判決手続につなげていくための新たな仕組み・方策を検討し
ていくことも考えられるとする。
　③争点整理手続 39
　争点整理手続についても、同様に、民事訴訟のプラクティスの必要な見直
しが期待される。利用者の立場からは、争点整理手続の運用について、期日
における口頭での議論や整理が不十分なままに主張書面の応酬に陥り、全体
として冗長になりがちではないかという指摘もあり、IT ツールの活用等を
通じ、より効率的で充実した争点整理を実現することが望ましく、その早期
37　「取りまとめ」11 頁以下。
38　「取りまとめ」12 頁。
39　「取りまとめ」12 頁以下。
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実現が期待されるとする。
　特に、利用者目線で、メリハリの利いた効率的・効果的な審理（出頭の必
要性の程度に応じた対応、充実した議論の確保等）を一層実現する観点から、
現状でも電話会議システム等は利用されているものの、基本的には双方の当
事者が裁判所に現実に出頭しなければならないことを前提とする現行の取扱
いを見直していくことが考えられる。すなわち、各期日に裁判所への出頭を
希望する当事者等には、従前と同様の機会を保障する一方で、現実の出頭以
外の方法で参加を希望する当事者等のニーズに対応して、適正手続の保障に
も配慮しつつ、IT ツール（ウェッブ会議等）の活用により、当事者等が必
ずしも裁判所に現実に出頭しなくとも争点整理に関与することができる方策
を検討していく必要があるとする。この点については、利用者から、遠方の
裁判所への出頭の負担や期日調整の困難さが指摘されており、裁判に対する
参加機会の確保や審理の効率化（司法アクセスの向上）の観点からも、ウェッ
ブ会議等の活用に対する利用者のニーズは特に高いと考えられるとする。
　また、ウェッブ会議等の活用に当たっては、幅広い者にとって利用可能で、
かつ、利便性の高いものとする観点から、裁判所以外の場所（例えば、弁護
士事務所や企業の会議室等あるいは市民向け窓口のある公的機関等のうち適
切なスペース）に所在しながら、オンラインで期日に対応することを可能と
する新たな方策を講ずることも、プライバシーや営業秘密の保護等の観点に
も留意しつつ、検討すべきであるとする。
　争点整理手続等で行う書証の取調べについても、双方の当事者と裁判所が
同席する期日で行うことを原則とする現行の取扱いを見直し、ウェッブ会議
等を用いた期日での書証の取調べの在り方等を、文書の性質や内容、成立の
真正に関する争いの有無など、様々な場面を念頭に置きつつ、また、ウェッ
ブ会議等で用いる IT ツールの利活用状況も踏まえ、実務的に検討していく
必要があると考えられるとする。
　次に、争点整理作業の在り方として、争点整理段階で当事者双方の提出す
る主張・証拠につき、電子ファイル、クラウド技術等の IT ツールをより広
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く活用して、より効果的・効率的に整理作業を進めることが考えられる。訴
訟記録が電子化されたものになることにより、当事者からの訴訟記録に対す
るアクセスや検索・比較対照が容易になることも踏まえ、争点整理作業の実
施方法やその結果の整理方法等も、今後の実務的検討課題となろうとする。
　さらに、争点整理段階等で随時に試みられる和解協議についても、ウェッ
ブ会議等の活用を可能とすることが十分に考えられる。利用者の立場からは、
適正手続に配慮した上で、ウェッブ会議等の IT ツールを活用して和解協議
を迅速かつ効率的に行うことを可能とすることが望ましいとされる。
　④人証調べ期日等 40
　人証調べ手続についても、IT 技術を活用したｅ法廷の実現として、裁判
の公開原則等に留意しつつ、ウェッブ会議等による人証調べの利用を、必要
な範囲で拡大していくことが望まれる。例えば、現行のテレビ会議の取扱い
を見直し、裁判所が必要かつ相当と判断する事案では、一方または双方の当
事者や証人等の関係者が、裁判所に赴くことなく、最寄りの弁護士事務所や
企業の会議室等に所在してウェッブ会議等で対応する本人尋問・証人尋問の
実施を行うことが考えられる。その際には、出頭を要する関係者の負担軽減
のニーズを考慮する必要がある一方、人証調べ手続は、裁判所が争点に対す
る心証を形成して適正な判断を行うための核心的手続であることから、適正
な手続の確保、審理の充実度といった点も踏まえた実務的検討が必要と考え
られるとする。なお、ウェッブ会議等による人証調べ期日をウェッブ上で一
般に閲覧可能とするニーズが高くないことや、それを望まない訴訟関係者の
通常の意識等からして、ウェッブ公開の方法による一般公開までは当面は慎
重に考えるべきとの意見が多かったとされている。
　また、訴訟記録が電子化されることを見据えれば、人証調べにおいても、
電子情報や IT ツールを活用した尋問方法の工夫等により、よりメリハリの
利いた効率的・効果的な尋問を行うと共に、その結果の記録化も、AI 等を
活用した音声の自動認識技術等を活かして効率的に行うといった新しいプラ
クティスを検討していくことが考えられるとする。
40　「取りまとめ」14 頁。
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　⑤判決言渡し 41
　利用者の立場から見れば、訴訟記録が電子情報となるのに合わせ、現行で
は紙媒体である判決書について、電子情報である判決情報に原本性をもたせ
るための枠組みの検討が必要と考えられるとする。そして、判決の在り方と
しても、一定の様式は維持しつつ、例えば、争点整理の結果として確定した
最終成果物がある場合には、それを効果的に活用し、争点部分を中心にメリ
ハリの付いた、利用者目線で分かりやすい判決となるよう、プラクティスに
ついて必要な見直しの検討をすることが期待されるとする。
　さらに、判決の言渡し期日について、訴訟関係者の在廷しないまま法廷で
言い渡されていることも多い現行の取扱いを見直し、判決の公開原則等に留
意しつつ、当事者のニーズに対応した方法を検討していくことが考えられる
とする。なお、既に一部がホームページで公開されている判決情報につき、
より広範な一般公開の在り方は、類似事案等の検討で参考になるとして、こ
れを期待する意見があった一方、個人のプライバシーや企業情報に配慮する
必要があるとの指摘や社会的関心を引かない事案まで広く公開されることへ
の懸念があったことも踏まえ、今後の課題として、丁寧に検討していくこと
が望まれる課題であるとされている。
５．IT化に向けた検討課題
　以上のように、「取りまとめ」によって提唱された 3 つの e については、
まだ検討すべき課題があるものの、これらが実現されることによって、現行
の民事訴訟手続は劇的に変わると思われる。ただ、その前に、IT 化に向け
て検討しておくべき問題がいくつか存在する。
（1）裁判を受ける権利（憲 32 条）との関係－とくに本人訴訟
について
　「取りまとめ」によると、紙媒体での訴状を裁判所に提出する現行の取扱
41　「取りまとめ」14 頁以下。
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いに代えて、オンラインでの訴え提起に移行していく方向性が相当であると
する 42。しかし、裁判手続等の全面 IT化の実現に当たっては、ITリテラシー
に乏しい者の保護が特に重要である。たとえば、電子的な訴え提起に適した
パソコンやソフトウェアといった IT ツールを有しない者（高齢者をはじめ
として、一般の市民の中にもこのような人は多く存在するものと思われる）
は、そもそも訴えを提起することができないであろうし、電子情報による送
達に適した IT ツールを有しない被告や外国に所在する被告の場合等には､
訴えに対して適切な防御ができないおそれがある。この点に関していえば、
ドイツにおけるように弁護士強制主義をとらないわが国においては、代理人
として弁護士等が選任されていない本人訴訟がかなりの割合を占める 43。と
くに高齢者や、パソコン等を使ったこともない人々等といったITリテラシー
に乏しい当事者にも裁判を受ける権利は保障されなければならず（憲 32 条）、
民事訴訟手続の IT 化によってこれらの人々から、裁判を受ける権利が剥奪
されてはならない。
　当事者の裁判を受ける権利を十分考慮しつつ、当事者の置かれた立場や訴
訟の各進行段階等に応じ、裁判所による適切なウェッブ上の利用システム・
環境の構築や、適切な担い手による充実した IT 面でのサポート（IT リテラ
シー支援策）が必要である。資力がない当事者への法的側面でのサポートは
法テラス等で行われているが、それとは区別される IT 面でのサポート策と
して、その実施主体や内容等について、様々な方策やアプローチが考えられ
るところであり、今後、総合的な対策を、非弁活動の抑止等の観点にも留意
しつつ、検討していく必要がある 44。
　ただ、IT 面でのサポートは、当事者間で利害の対立することが多い裁判
事件の一方当事者に対する支援であることからすると、まずは、裁判上の代
理人として関与する弁護士、司法書士等の法律専門士業者が、その代理権等
42　「取りまとめ」8頁
43　齊籐義房「民事裁判手続等 IT化の動きと弁護士会に求められていること」自由と正義 69 巻
11 号 11 頁によれば、地裁民事第 1審通常訴訟で、双方または一方が本院の訴訟は 57％である。
44　「取りまとめ」16 頁、齊籐・前掲（注 43）11 頁等。
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の範囲の中で、所属団体の対応枠組みを使うなどして、法的側面と共に IT
面での支援をも行っていくことが考えられる。もっとも、充実したサポート
体制の実現のためには、これに限る必要はなく、とくに、経済的事情で司法
へのアクセスが容易でない当事者への支援の在り方は、既存の各種相談機関
や法テラス等の支援窓口の関与・活用も含め、しっかりと検討を進める必要
がある。この支援スキーム案として、裁判所外で、紙媒体の書面の電子化の
ための総合的なサポートを行うための支援センター等を設けることも考えら
れてよい。
　なお、弁護士等の代理人がついている場合に限って、オンラインでの訴え
提起等を強制するとの考え方もなくはないが、それでは、民事訴訟手続の
IT化は不徹底なものになってしまうであろう。
（2）濫訴の防止
　オンラインでの訴えの提起が認められることにより、IT リテラシーを有
する者は、誰でも簡単に訴えを提起することができることになり、同一当事
者が勝訴の見込もないにもかかわらず、次々と同様の訴えを提起して、裁判
所の事務量をいたずらに増やすという危険も生じうる 45。そのような濫用的
な訴えに対しては、現行法においては、訴状却下命令（民訴 137 条 1 項 2 項）
や提訴手数料の負担（民訴 62 条）等により一定限度その防止は担保されて
いる。
　それに対し、IT 化により見込まれる状況の変化やそれによって現実化す
る濫訴のリスクは無視できないものとなる可能性がある。しかも、このよう
な訴えを提起する者は、訴訟救助の申立てもあわせて行い（民訴 82 条 1 項）、
提訴手数料の負担をすることなく、多数の訴えを提起しているという現実も
あるとの指摘もあることから、これに対する対策を講じることも必要となろ
う。このような事態への対処策として、IT 化研究会においては、①オン
45　この点は、IT化検討会（「取りまとめ」8頁）および IT化研究会（「報告書案」16 頁）でも
指摘されていたようである。
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ラインによる訴え提起を行う場合については、訴訟救助の決定を訴え提起前
に得なければならないとする（訴訟救助許可状のようなものを訴え提起前に
裁判所から得て、その認証番号等をオンライン申立て等の際に入力しなけれ
ばならないとする）案、②本人訴訟において、オンラインによる訴え提起を
する場合には、手数料の同時納付を義務付けるという案、③明らかに濫用的
な訴えと認められる場合には、補正命令等を経ることなく、命令で訴状を却
下することができるという一般的な規律を設けるという案の 3 案が検討され
た。しかし、いずれの案にも問題があり、いずれも採用されず、研究会の名
前による提案はなされていない 46。これをみれば、この問題が解決の困難な
ものであることが分かるであろう。　
　思うに、その危険性を過度に強調し、IT 技術を用いた訴えの提起を抑制
することは、国民の裁判を受ける権利を否定することにもつながりかねな
い。要はこの間のバランスをいかにとるべきかという問題であるように思わ
れる。その点から見れば、IT 化研究会において出された諸提案は、いずれ
も画一的な要件を設けることを提案するものであり、柔軟性を欠き妥当では
ないように思われる。
　電子的手法によって訴えを提起する場合でも、訴額に応じた手数料を支払
う義務はあるのであり、これによってある程度、濫訴は防止できるであろう。
また、訴訟救助を申し立てるに当たっては、一定の要件を満たすことが要求
されており（民訴 82 条）、無条件で訴訟救助が与えられるわけではない。ま
た、後に訴訟救助の要件を欠くことが判明し、または要件を欠くに至ったと
きは、裁判所は救助の決定を取り消すこともできる（民訴 84 条）。さらにい
えば、仮にこのような者に救助が与えられたとしても、その効果は裁判費用
の免除ではなく、たかだか支払猶予にすぎず（民訴 83 条）、この制度を利用
して濫訴に及んだとしても、その責任は結局、訴えを提起した者が負うこと
になるのであり、この点からも、この制度を利用して濫用的な訴えを提起し
ようとしても、おのずと自制が働くものと考えられる。したがって、オンラ
46　「報告書案」16 頁以下。
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インでの訴えの提起が可能になったからといって、それが訴訟救助と結びつ
いて、現在以上に濫用的な訴訟が急増するとは思えない。また、現行法の下
においても、以上のほか、訴訟上の信義則（民訴 2 条）や口頭弁論を経ない
訴えの却下（民訴 140 条）といった制度もあり、これらを適用することによ
り、濫訴はある程度防ぐことができるものと考えられる。したがって、オン
ラインでの訴え提起に対して､ その濫用のおそれを過度に強調して、その利
用を制限する様な方向で考えるべきではないであろう。
（3）情報セキュリティ対策
　①総論
　裁判手続等の IT 化を推進するに当たっては、情報セキュリティの観点か
らも十分な対策をとる必要がある。まず第1に、e提出の場面では、とりわけ、
セキュリティおよび個人情報保護の問題が生じるであろう。セキュリティに
ついては、サイバーアタックやコンピュータウィルスに対する対策は、各国
におけるかねてよりの主要な関心事であり、全ての国における司法行政の担
当者は､ サーベイランス・ソフトウエアのインスト－ルをはじめとして、そ
うした脅威と戦うために、様々な手段を講じている。また、一部の国では、
民間のサイバーセキュリティ会社に委託して、セキュリティ上の欠陥がない
かを定期的にチェックする等の措置を講じている。しかし、忘れてはならな
いことは、セキュリティの強化とシステムの使いやすさはトレードオフの関
係にあることである 47。
　必要とされる情報セキュリティ水準と情報セキュリティ対策（本人確認、
裁判資料の改竄や情報の漏洩防止等）は、訴訟の各手続段階や訴訟記録等の
情報の内容や性格等により異なるものであり、それに対応した在り方をあら
ためて実務的に検討していく必要があるとともに、それに則した適切な体制
の整備が望まれる。例えば、証拠の電子化に対応し、改竄防止のためのデジ
47　三木浩一「現代のコンピューター関連技術者司法手続にとって歓迎すべき友人か、それとも
招かれざるトラブルメーカーか？」第 16 回世界訴訟法会議「グローバリゼーションと技術革
新を超えて進む民事司法の挑戦」2頁。
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タル・フォレンジック技術（電磁的記録の調査・解析等を通じ、その調査・
分析を行う技術・手法）の活用等も考えられよう。
　②当事者・証人の本人確認・認証
　ネットワークを利用して遠隔裁判を行う場合、まず、画面の相手方の本人
確認、本人認証が一つの問題となる。現実のわが国の裁判実務では、本人の
確認はごく簡単な人定質問だけで行われている。ただ、これは、実際に出て
きた人物の態度や挙動も含めて、人物の確定をすることが可能であるという
こともあるが、これが、ｅ法廷（e-Court）の利用となると、当事者は法廷
には出廷しないことがむしろ原則となり、当事者の確認は、その運営にとっ
て非常に重要なこととなる。すなわち、民訴法 132 条の 10 第 4 項は、署名
等を要する場合に、最高裁規則の定めるところにより、氏名または名称を明
らかにする措置を講じなければならないとしている。
　そもそもわが国には、アメリカの社会保険番号やヨーロッパの身分証明書
のように確実に個人の身分を証明する証明書は存在しないといってよい。確
かに、2016 年に、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律」を根拠として、いわゆる「マイナンバーカード」が発行
されてはいるが、その所持率はきわめて低く、証明書としての役割を果たし
ておらず、現状は、本人の認証が十分に保障されるシステムにはなっていな
い。ただ、インターネット上の取引等、ネットワーク社会においては、個人
や法人を含めてその認証制度は不可欠なものである。その意味で、2000 年
に成立した電子署名、電子認証・公証制度によって、電子商取引の基礎が確
立し、本格的な電子商取引の環境が整備されたと評価することができる 48。
　当事者・証人の本人認証の問題は、最終的には、個人の公的個人認証制度
の普及・充実に待たざるを得ないが、現在では国民の間には個人認証制度に
対する根強い不信感があり、即時の実現は困難であるといわざるを得ない。
　したがって、現実的なのは、電子認証や電子公証制度の普及や電子署名の
利用の拡大によって対処することであろう。ただ、電子署名が設けられた趣
48　笠原・前掲（注 4）1000 頁。
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旨およびその法律上の位置づけからすると、電子署名がもっとも厳格な本人
確認の方法であるといえる 49 が、電子署名の取得およびこれを文書に付与す
るためには一定の手続を経る必要があり、煩雑に過ぎるとの意見もある 50。
たしかに、オンラインでの申立てが活発に利用されるようにするためには、
一般国民にとって使いやすい制度設計をすることが求められる。その意味か
ら言えば、最終的には、利用者（訴訟代理人としての弁護士等や、将来的に
は訴えを提起する全ての国民）に電子認証機関に登録を義務付け、この機関
が電子署名を付与すことにより本人確認をすることがもっとも確実な方法で
はあり 51、このような制度に移行することが望ましいにしても、それまでの
過渡的な制度としては、事件管理システムを利用することができる ID とパ
スワードを発行し、これらを用いて事件管理システムにログインした上、オ
ンライン申立てをした場合には、本人によるものとして取り扱うという方法
をとることが穏当であろう 52。なお、IDとパスワード発行時、またはこれを
利用して訴えを提起する際には、運転免許証の写し等の本人確認書類をオン
ラインで提出させるなどして本人確認を行うことも考えられる。
　③裁判記録のデジタル保存
　デジタル化されたデータは、コピーによってオリジナルと同じものがいく
つでもでき、しかも、それらのコピーとオリジナルとの区別はつかなくなる
49　2000 年に成立した電子署名及び認証業務に関する法律 3条によれば、本人による一定の要
件を満たす電子署名が行われた電子文書等は、真正に成立したものと推定されることとされ
ている。
50　「報告書案」14 頁。
51　ちなみに、ドイツでは、弁護士に PINコードを付与し、厳格な電子署名である適格電子署名
を求めることによりこの問題を解決しているとされるが（笠原・前掲（注 4）1000 頁以下）。
ドイツのような弁護士強制主義を採らず、本人訴訟主義を原則とするわが国では、法人はと
もかく、個人に、このような電子認証機関への登録を義務付けることは困難と思われる。
　なお、わが国でも､ 電子認証の制度は存在しており、電子署名及び認証業務に関する法律）
2条 3項および同法 4条に基づき、主務大臣の認定を受けた事業者（認定認証事業者）が行う
ものと、商業登記法 12 条の 2 および商業登記規則 33 条の 2 から 33 条の 18 の規定に基づき、
法務省が管轄する登記所が独占的に提供するものとがある。
52　「報告書案」14 頁も同旨を主張する。関戸＝田中＝桑原・前掲（注 12）5 頁も、この方法を提
唱している。
（198）
民事訴訟手続の IT化とその検討課題について
254
という特質をもつ。その意味では、原本と謄本の区別は消滅する。また、記
録媒体に固着されていないデータは、改変または消去することが非常に容易
であることに加えて、その改変や証拠の痕跡が残らないことも少なくない。
さらに、CD-Rom、DVD、ハードディスク等、いずれの記録媒体も長期保存
の観点からは、必ずしも相応しい媒体とはいえない。このため、原本の「真
正性」をどうやって保証するか、また、どのような形で保存するかという問
題が生じる 53。
　この問題は結局、データの保存と真正と非改竄性をどのようにして担保す
るかという問題に帰着する。そうであるならば、デジタル化時代の原本とは、
物ではなく「認証されたデータそのもの」と捉え直す必要があるように思わ
れる 54。すなわち、複数の全く同じものができるという性質上、どれが原本
かということはアプリオリに決まってくるのではなく、それらのうちのどれ
か一つを「真正なもの」として認証し、電子署名・電子認証・タイムスタン
プ等を付すことによって、原本性を認めるべきである。また、いまのところ
長期保存の困難な媒体しかなく、ハードウェアもソフトウェアも変革が非常
に早いという現状に鑑みると、媒体から離れたデータ自体を認証機関により
「原本」と定め、記録媒体を変革に応じて変えることのできる制度作りが必
要になると思われる。
　④セキュリティの水準
　以上のように、セキュリティについてはいくつかの手当てが可能であるに
しても、裁判手続に一般的に認められるセキュリティ水準としては、訴訟記
録の内容や性格、裁判の公開原則等との関係から、きわめて高度かつ厳格な
水準のものまでは要求されず、基本的には、行政機関や民間の取引における
セキュリティ水準と同程度のものを念頭に、合理的な水準を確保することが
相当と考えられる。訴訟記録が多くの個人情報、企業情報等を含むことに十
分配慮する必要はあるが、経済社会一般で通用している IT技術や電子情
53　笠原・前掲（注 4）1002 頁以下。
54　笠原・前掲（注 4）1003 頁。
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報に対する信頼性等を前提とする制度設計をすることが望ましいと考えられ
る。たとえば、幅広い活用が望まれるウェッブ会議等の利用場面では、想定
される障害や漏洩等による影響が限定的であることからすれば、弁護士等の
法律専門家や一般国民が簡便に利用可能となる利便性を確保した環境整備を
図りつつ、それで十分に対応可能な範囲の標準的セキュリティ水準を確保す
れば必要かつ十分と考えるべきである 55。同様に、裁判におけるオンライン
申立てや電子情報の提出等を可能とするシステムの設計・運用に当たって
は、防衛分野や金融サービス分野等で用いられるシステムのように高度の機
密や経済的利益の獲得を直接の目的としてサイバー攻撃等のリスクが常時存
在し、一時のシステム停止も許されないことを前提としたシステムと比べれ
ば、これと同水準のセキュリティ水準を確保するようなことは求められない。
その観点からいえば、システム利用の認証についても、電子署名を基礎とし
てデジタル IDを必須の前提とせず、様々な認証手段（例えば、ID・パスワー
ド等）を許容することも考えられよう。この点、「報告書案」56 によれば、「オ
ンラインによる訴えの提起を行う場合の本人確認については、現行法（民訴
132 条の 10 第 4 項）と同様に、最高裁規則の定めるところにより、氏名及
び名称を明らかにすることができる ID とパスワードを発行し、これらを用
いて事件管理システムにログインし、オンライン申立てをした場合には、本
人によるものと取り扱うこととする。」との提案がなされているが、妥当で
あろう。
　さらに、IT 化のために必要となるシステム構築に当たっては、IT に関す
る技術的進歩の早さを念頭に、迅速に設計から実現までのプロセスを進めて
いくことが望まれる。その過程では、既存のシステムとの関係整理のほか、
IT 技術の将来的進展に対応できる柔軟性・拡張性を確保していく必要があ
ろうし、民間のサービス・技術との連携も視野に入れて、必要な情報セキュ
リティの確保を前提に、API 連携（複数システム間の連携や外部サービス
55　「取りまとめ」17 頁。
56　「報告書案」10 頁。
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の機能活用・共有等）、クラウド化、データ形式のオープン化等の様々な可
能性を検討していくことも考えられる。
（4）電子的送達の問題
　電子的送達における問題は電子的提出と共通するものも多い。しかし、訴
訟上の送達は、国家権力の行使としての意義を有し、それによって、法律上
の効果を発生させるのみならず、訴訟当事者に対しては、訴訟に関係する書
類を送ることで、その内容を知らしめ、それによって攻撃防御権を保障する
という役割もある。したがって、紙媒体による送達という現行制度と比較し
た場合、電子的方法を用いた送達においては、必ずしも当事者に対して確実
に認識の可能性を保障するものではない。それだけに、その適法性は慎重に
判断される必要がある 57。もっとも、被告がインターネット上でのみビジネ
スを行っている場合や、現実社会において判明している住所における交付送
達ができないが､ ツイッターやフェイスブックのアカウントが判明している
といった例外的な場合には、ある程度柔軟な判断も認められる可能性はある
であろう 58。
（5）電子記録と裁判官の自立性との関係
　電子記録が定着し、この記録を利用する際のプログラムの性能が向上する
と、裁判官の執務、とりわけ裁判内容に関わる作業の在り方は大きく変容す
ると思われる。たとえば、裁判官は、電子記録処理プログラムを用いて、裁
判に重要な事実とそうでない事実を区別したりすることができるようになる
であろうし、かかる処理プログラムにより、判例や文献の抜粋といった事実
判断の補助資料が法的な重要性を踏まえつつ分類されたものが、直接、一件
57　三木・前掲（注 47）3 頁によれば、被告自身による同意がある場合を除いて、電子的送達を
一般的な送達手段として許容している国は、存在しないという。
58　三木・前掲（注 47）4 頁は、このような柔軟な扱いは、英米法の下では、ケース・バイ・ケー
スの運用が可能であろうが、法律の厳格な適用が要請される日本を含む大陸法の国々では、
容易には許されないという。
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記録に編綴され、裁判官に提示されることになるであろう。その結果、裁判
官の事案の評価をより容易にし、効率的な事件処理をもたらすことが期待さ
れる。しかし、その反面で、裁判官の事案に対する自主的・自律的な判断は
後退し、電子記録処理プログラムを用いた判断が優先することにもなりかね
ない。その結果、わが国の民事訴訟法が採用している自由心証主義（民訴
247 条）が実質的に変容してしまう危惧がある。それを避けるためには、裁
判官としては、そのような電子記録はあくまで補助資料であることを自覚的
に認識しなければならない。そして、それら補助資料は、弁論主義との関係
において、あくまで、それと関連する当事者の事実主張があってはじめてそ
の機能を発揮するものである。したがって、裁判官としては、当事者の主張
を十分に引き出すような訴訟指揮が要求されることになるであろう。
（6）公開原則、口頭主義、直接主義､ 弁論主義等との関係
　①公開主義とは、弁論、証拠調べ、及び判決の言い渡しを一般に公開され
た法廷で行う建前をいい、わが国憲法 82 条 1 項もその旨を規定している。
その趣旨としては、公開することによって手続の透明性を与え審理の適正さ
を一般国民の監視によって確保し、ひいては司法に対する国民の信頼を確保
する等をあげることができる。それを受けて、民訴法 87 条 1 項は必要的口
頭弁論の規定を置いている。
　これとの関連でいえば、民事訴訟の IT 化は、画面越しに映像で姿を認識
し通話もできるものの、双方当事者や代理人が法廷に不在のまま審理を行う
ことになる。このことは、関係人の物理的接触や伝統的な意味での口頭弁論
が存在しない、ヴァーチャルな民事訴訟を生み出すことにつながるのではな
いかとの指摘は早くから存在していた 59。たとえば、究極的には、当事者は
59　本間学研究代表「民事訴訟の IT化と訴訟原則との関係に関する基礎的研究－ドイツにおける
民事訴訟の IT 化とその訴訟原則に与える影響をめぐる議論の紹介－」電気通信普及財団
研究調査助成報告書第 33 号 2018 年度 5 頁（この論考は紙媒体では公表されてはいないが、
https://www.taf.or.jp/files/items/1078/File/%E6%9C%AC%E9%96%93%E5%AD%A6.pdf で
みることができる）。
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裁判所に行かずとも、自宅という私的な空間でテレビ会議システムを用いて
審理に参加することも可能となるであろう。その場合、自宅での事件審理に
ついては一般公開は通常予定されていない。しかし、公開主義が上記のよう
な趣旨を有する原則であるとするならば、その内容も、時代と共に、技術の
発展の流れの中で理解されるべきである。その意味で、従来の公開主義につ
いての理解が変容することは認めざるを得ない。重要なことは、公開主義に
おける上記の趣旨が曲がりなりにも維持できるか否かということである。た
とえば、そのようなテレビ会議システムを用いた審理の様子が、一般に公開
された法廷にリアルタイムで上程されるならば、その要請は最低限満たすと
考えられ、公開主義に違反するものと解する必要はないであろう 60。
　②口頭主義とは、審理における当事者および裁判所の訴訟行為を口頭に
よって行わせる原則をいう。口頭主義の長所として、直接主義と結合される
ことによって、当事者どうしの陳述を裁判官が直接に聴くことによって、紛
争となっている事実関係について新鮮な心証を形成することができることに
なり、弾力的かつ無駄のない審理が期待できるといわれている。その結果、
可能な限り真実に合致した判断が可能になるのである。
　これに対して、ｅ法廷（e-Court）では、弁論や証拠調べはテレビ会議シ
ステムによってなされるのが原則である。そのことは、口頭主義が一定限度
後退することを意味する。たしかに、テレビ会議システムでは、裁判官が直
接に当事者の発言の仕方や態度等から心証をとるという点では必ずしも十分
ではない面があることは否めない 61。しかし、このようなテレビ会議システ
60　本間・前掲（注 59）5 頁は、第三者の入室が認められないビデオ会議室で弁論や証拠調べを
行うのであれば、公開主義と抵触することになるというが、これによると、自宅にいてテレ
ビ会議システムを用いた審理・証拠調べは公開主義に反するものとなると思われるが、その
結果は、民事訴訟手続の IT化の進展に水を差すものにならないであろうか。なお、本間学「ド
イツにおける民事訴訟の IT 化とその訴訟原則に与える影響」金沢法学 61 巻 2 号 222 頁によ
れば、ドイツでは、公開が要求されるのは受訴裁判所の法廷に限られるため、このような場
合も、一般的には公開主義に抵触しないと解されているとする。これが、本文で述べたよう
な意味だとすれば、賛成することはできる。
61　たとえば、事故の現場に到着するため階段を急いで駆け下りたと証言した証人が、足を引き
ずってのろのろと歩くことしかできなかった場合、それが法廷での証言あれば、その証言の
信憑性は直ちに疑わしいものになるのに対し、証言が、証言席にのみ向けられたテレビカメ
ラを通して見る場合には、そうした証人の様子は見ることができない。
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ム等の限界や課題は、現代の先端テクノロジーをフルに活用することによっ
て、かなりの程度まで解決することは可能である 62。しかも、口頭主義の主
眼は、当事者が、裁判所の面前で、口頭により意見を戦わせることにより、
真実に近い心証を裁判官に抱かせ、ひいては適正な裁判に資するということ
を目的にしていると思われる。そうであれば、テレビ会議システムにおいて
も、細かいニュアンスの面はともかく、口頭でなされた当事者の主張はすべ
て、裁判官が聴取するところとなるのであり、口頭主義の目指した主たる目
的に違反するとまではいえないであろう。したがって、この点でも、ｅ法廷
（e-Court）は、口頭主義に反するとまではいえない。
　③直接主義とは、事実認定のための弁論の聴取や証拠の取調べを受訴裁判
所の裁判官自身が行うという原則をいう（民訴 249 条 1 項）。これは、口頭
主義と結合し、裁判官が自らの五感の作用によって事実認定を行うことがで
きる点など、間接主義に比べて多くの長所をもっている。とくに、この原則
は証拠調べにおいて、裁判官が直接に証人等を尋問することにより、それら
の受け答えのほか、その態度等も総合的に判断して心証を形成することがで
きるのである。わが民事訴訟法は、その旨を自由心証主義として規定してい
る（民訴第 247 条）。その点、確かにテレビ会議システムでは、双方あるい
は一方当事者が不出廷のもと、裁判官が画面越しに審理を行うことが、その
ような審理方式が、はたして直接主義や口頭主義を満たすのか、ということ
が問題となる。この点についていえば、裁判官の証拠調べの過程で機械設備
が介在するという点では、完全な直接主義とはいえないかも知れない 63。ま
た、テレビ会議システム等には、口頭主義について述べたような限界ないし
62　三木・前掲（注 47）5 頁には、改善の具体例が挙げられている。
63　本間・前掲金沢法学 61 巻 2 号 223 頁以下によれば、ドイツでは、直接主義の理解につき、見
解の対立があるようである。多数説によれば、その内容を、当事者および証拠方法と裁判所
との間に中間者が介在しないことを保障するものとみる。これに対して、有力説によれば、
証拠調べは受訴裁判所の面前、すなわち、証拠方法と裁判所の双方が証拠調べの場み現に存
在する－物的装置という中間項も介在しない－形態で、行われなければならないものと理解
する。ただ、いずれの見解も、テレビ会議システムを使った証拠調べが直接主義に背反しな
いという点では一致があるとのことである。
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課題もある。もしこれを厳格に解するならば、機械が介在した証拠調べは直
接主義に反することになろう。しかし、現在の民事訴訟制度における基本原
則が確立した時代には、当然のことながら、ウェッブ会議等の利用は想定さ
れていなかったのであり、時代の変遷に伴い、直接主義や口頭主義といった
原則の内容も柔軟に解することは許されるであろう。
　その点から考えると、直接主義の本質は、裁判官が自らの五感の作用によっ
て証拠から心証を得るという点にあると思われる。そうであるならば、たと
えテレビ会議システムを通したとしても、関係人が実際に出廷する口頭弁論
での審理に比べれば、精度としては劣ることはあるにしても、証人や当事者
などの尋問場合、その態度や発言の様子等を感得することは不可能ではない
のであり、機械装置の介在によって、自由心証主義が根本的に否定されると
いう結論にはならないであろう。その意味で、テレビ会議システムを利用し
たｅ法廷（e-Court）は、直接主義、自由心証主義には違反しないものと考える。
　これらの点に関し、「報告書案」64 は、現行法の下でも、既に民訴法第 204
条において、法廷に現実に出頭していない証人に対する尋問を認めているほ
か、例えば、ウェッブ会議等を利用し、現実には出頭しない当事者の様子が
法廷内のモニタ等に表示され、当該当事者と裁判所等とのやり取りが映像や
音声で明らかになるような仕組みであれば、誰でも口頭弁論期日の手続を傍
聴することができるという公開主義の要請を満たすことになる。また、ウェッ
ブ会議等を利用することで、裁判所は出頭しない当事者の様子を表情なども
含めてつぶさに把握した上で、当事者の発言をほぼリアルタイムで聴取しな
がら手続を進めることができるため、口頭主義および直接主義の要請も満た
すものと考えられるとしている。ただし、このようなｅ法廷（e-Court）の
利用に反対する当事者がいた場合、その意向も無視することはできず、裁判
所としては、何よりもまず、当事者の同意を得るように努めるべき何らかの
手当ては必要であろう。ただ、裁判所の説得にもかかわらず、当事者がｅ法
廷の利用に同意しない場合が問題となる。この場合、当事者にとってのメリッ
64　「報告書案」36 頁。
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トも含めてｅ法廷の利用に十分な理由があると認められる限り、裁判所は、
ｅ法廷による審理も行ってもよいと考える。なぜならば、現行法上、正当
な理由がある限り、法廷に現実に出頭しない証人につき尋問することが認
められているし（民訴 204 条）、上述のように、ｅ法廷の利用自体、必ずし
も直接主義・口頭主義に違反するものとはいえず、このことによって当事
者の裁判を受ける権利を不等に制限することにはならないからである。
　④弁論主義との関係でとくに問題となるのは、インターネット上の情報
である。とくに具体的な事件を担当する裁判官が、自らの判断のための情
報として、インターネットを個人として活用することが許されるか、仮に
許されるとして、それはどの範囲で許されるのかという問題提起である。
弁論主義の下、裁判官は当事者が法廷に提出した証拠のみによって事実の
存否を判断しなければならない。これは、しばしば、「裁判官の私知はこれ
を許さず」との法格言で示される原則である。裁判官が私知を用いたり､
自身で証拠集めを行ったりすれば、当事者の証拠提出の機会を奪う危険性
があるほか、当事者に対して手続の中立性を欠くとの印象を与え、ひいては、
裁判制度全体の信頼性を揺るがすことにもなりかねない。しかし、その例
外として、わが国では、顕著な事実については証明を要しないと規定して
いる（民訴 179 条）。その点、情報のソースがインターネットであった場合、
それによって得た情報は公知の事実であろうか。世間には、YouTube、ツ
イッター、フェイスブック等のソーシャル・メディアを通じて拡散された
情報が満ちあふれている。また、グーグル検索を行えば、誰でも、たとえ
浅いものであっても一応の知識を得ることは可能である。このような状況
を背景として、裁判官が SNS やグーグル検索等によって得た知識で十分と
して、専門家による鑑定を省略することは許されるであろうか。また、裁
判官がインターネットで得た情報に基づいて、当事者の主張の当否を決め
ることはできるであろうか。しかし、このようなインターネット経由の情
報の信頼性や許容性は､ 高度なものから取るに足りない虚偽のものまで実
に多種多様であって、しかも、虚偽の情報だとしてもそれが虚偽か否か一
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義的に解らないものも決して少なくない 65。したがって、上記の問いに対し
て一律にその結論を出すことは困難ではあるが、そうであるならばなおさら、
裁判官は、原則としての弁論主義に立ち返ることが必要ではなろうか。した
がって、裁判官は、インターネット上の情報を裁判の資料とする場合には、
民訴法 179 条の趣旨に立ち返って、公知性を慎重に判断する必要があろう。
（7）第三者による訴訟記録の閲覧
　現行民事訴訟法は、公開原則の趣旨を尊重して、一般の第三者による記録
の閲覧を認めている（民訴 91 条 1 項）。また、当事者および利害関係人には、
訴訟記録の謄写も認められている（民訴 91 条 3 項）。現在では、自ら裁判所
に赴いて閲覧や謄写の請求をしなければならないが、e 提出や e 事件管理が
実現すると、訴訟記録はすべて電子化されるため、広くオンラインで閲覧・
謄写等が可能となる 66。確かに、記録の閲覧は公開原則から認められるもの
ではあるが、個人・企業の情報やプライバシー保護の観点から、オンライン
で広く訴訟記録を公開することの当否は慎重に検討されなければならない。
この点、「取りまとめ」では、電子化された訴訟記録にオンラインで直接ア
クセスできるのは、訴訟当事者本人とその代理人または関係者に限るのが相
当であるとし、国民一般に広くオンラインでの閲覧等を認めることについて
は、丁寧な検討が必要であるとしている 67。それに対し、「報告書案」68 は、オ
ンラインでアクセスできるのは、事件管理システムの利用登録をした当事者
に限定しており、利害関係を疎明した第三者についても同様の取扱いをする
か否かは引き続き検討するとしている。ただ、従来の紙媒体での訴訟記録の
謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付、または訴訟に関する事項の証明
書の交付は従来どおり残しておくとするならば、このようなオンラインのア
65　このような、インターネット上の情報の質が極めて多様である旨は、三木・前掲 9頁も指摘
するところである。
66　杉本・前掲 58 頁。
67　「取りまとめ」10 頁。
68　「報告書案」83 頁。
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クセスは当事者にのみ認めておけば十分であり、他の者については、従来の
謄写・閲覧請求の規律に服せしめれば十分ではあるまいか。
６．おわりに
　今日の社会における急速な IT 化の進展の中で、司法のみが取り越される
ことは許されず、そのような状況に対応した利用しやすく充実した裁判手続
の構築ということは急務であろう。また、その観点からいえば、訴訟手続の
IT 化は、訴訟当事者や代理人の作業を効率化させ、国民の司法へのアクセ
スを容易にすると共に、司法コストの削減も期待できる。その意味で、裁判
をより充実させ、適正、迅速に行うために、裁判の IT 化を推し進めること
は妥当であろうし、必要でもある。
  今日、情報通信技術の水準や日常的な利用は様変わりしている。インター
ネットそれ自体の構造は変わらないものの、主要な端末はパソコンからス
マートフォンやタブレットなどのモバイル端末が大きくシェアを伸ばしてい
る。また、クラウドコンピューティングが普及することでデータやプログラ
ムの所在も変わった。通信速度も端末のデータ保存容量も急激に増大してお
り、画像ファイルの送受信も気軽に行えるようになっている。さらにいわゆ
る AI ブームの到来で、コンピュータの処理能力のみならず、学習能力、状
況への対応可能性が劇的に向上した。こうした環境の変化を踏まえて、現
代の技術水準に相応しい、より一層高度な司法な IT 化を考案する必要があ
る 69。
　幸い、本文で検討したように、裁判手続の IT 化によって、現在の民事訴
訟の基本原則が根本的に否定されるような事態にはならないように思われ
る。よって、その利便性を考えれば、裁判手続の IT 化の推進に支障はない
と思われる。しかし、その過程においては、既にみてきたように、なお、数々
の解決されるべき問題が存在していることもまた事実である。たとえば、紙
媒体の記録を原本とする世界から、デジタル情報それ自体を原本とする世界
69　町村・前掲（注 3）49 頁参照。
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への転換を図らなければならないし、IT リテラシーに乏しい者の保護とい
うことも考えなければならない。また情報セキュリティの問題も解決されな
ければならない。さらには、裁判官のインターネットで得た知識の利用の問
題もある。これらの問題があるということを常に認識しつつも、裁判手続の
IT 化は、推進していかなければならない国民に課せられた大きな義務であ
るといえよう。
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